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第１　令和５年度事業計画に関する書類

１　事 業 計 画

⑴　コンテナターミナル事業

香椎パークポート及びアイランドシティのコンテナターミナルにおいて、港湾運営会社として

次の事業を実施する。

ア　自社施設運営事業

ア　荷役機械等の賃貸事業

次のコンテナ搬送用機械等の賃貸事業を実施する。

・ストラドルキャリア	 17台　　　・ヤードシャーシ	 30台

・トランスファクレーン	 26基　　　・コンテナ洗浄施設	 1式

・トラクターヘッド	 30台

イ　冷凍コンセント事業

冷凍コンテナ専用電源施設668口の賃貸事業を実施する。

イ　公共施設運営事業

ア　バース事業

岸壁施設の運営事業を実施する。

イ　ガントリー事業

ガントリークレーンの運営事業を実施する。

ウ　コンテナヤード事業

コンテナヤード施設の運営事業を実施する。

エ　冷凍コンセント事業

冷凍コンテナ専用電源施設240口の運営事業を実施する。

⑵　福岡市からの受託事業等

ア　指定管理者としての事業

福岡市との協定のもと、上屋、野積場、荷役機械等の博多港港湾施設の指定管理者として、

管理運営業務を実施する。

イ　受託事業

福岡市から港湾施設（指定管理者として管理運営するものを除く。）の管理運営業務を受託し、

実施する。

⑶　その他の事業

ア　土地賃貸事業

香椎パークポートにおけるコンテナ保管施設（9,000㎡）の賃貸事業を実施する。

イ　ボーディング事業等

博多港国際ターミナルの旅客乗降施設の賃貸事業等を実施する。
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2　収　支　計　画（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位 : 千円）

科 目 金 額

収

入

前 期 繰 越 金 ２３７，１６９

預 金 等 充 当 額 ５０２，３３１

自 社 施 設 運 営 事 業 収 入 １，５３４，０００

公 共 施 設 運 営 事 業 収 入 １，５５０，０００

港 湾 施 設 管 理 事 業 収 入 １，７０７，０００

そ の 他 の 事 業 収 入 ２３８，０００

計 ５，７６８，５００

支

出

施 設 整 備 費 ５７９，０００

自 社 施 設 運 営 事 業 費 １，４５６，０００

公 共 施 設 運 営 事 業 費 １，５６６，０００

港 湾 施 設 管 理 事 業 費 １，６８４，０００

そ の 他 の 事 業 費 ２０１，０００

一 般 管 理 費 ２６２，０００

法 人 税 等 １０，０００

株 式 配 当 金 １０，５００

計 ５，７６８，５００



— 3 —

第２　令和４年度決算に関する書類

１　事 業 報 告

⑴　コンテナターミナル事業

香椎パークポート及びアイランドシティのコンテナターミナルにおいて、港湾運営会社として

次の事業を実施した。

ア　自社施設運営事業

ア　荷役機械等の賃貸事業

次のコンテナ搬送用機械等の賃貸事業を実施した。

・ストラドルキャリア	 17台　　　・ヤードシャーシ	 30台

・トランスファクレーン	 26基　　　・コンテナ洗浄施設	 1式

・トラクターヘッド	 30台

イ　冷凍コンセント事業

冷凍コンテナ専用電源施設668口の賃貸事業を実施した。

イ　公共施設運営事業

ア　バース事業

岸壁施設の運営事業を実施した。

イ　ガントリー事業

ガントリークレーンの運営事業を実施した。

ウ　コンテナヤード事業

コンテナヤード施設の運営事業を実施した。

エ　冷凍コンセント事業

冷凍コンテナ専用電源施設240口の運営事業を実施した。

⑵　福岡市からの受託事業等

ア　指定管理者としての事業

福岡市との協定のもと、上屋、野積場、荷役機械等の博多港港湾施設の指定管理者として、

管理運営業務を実施した。

イ　受託事業

福岡市から港湾施設（指定管理者として管理運営するものを除く。）の管理運営業務を受託し、

実施した。

⑶　その他の事業

ア　土地賃貸事業

香椎パークポートにおけるコンテナ保管施設（9,000㎡）の賃貸事業を実施した。

イ　ボーディング事業等

博多港国際ターミナル旅客乗降施設の賃貸事業等を実施した。
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２　損 益 計 算 書（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位 : 円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

売 上 高 4,831,487,247

売 上 原 価 4,453,884,923

売 上 総 利 益 377,602,324

販売費及び一般管理費 271,535,562

営  業  利  益 106,066,762

営 業 外 収 益

受 取 利 息 26,588

有 価 証 券 利 息 3,567

そ の 他 営 業 外 収 益 89,070 119,225

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 外 費 用 1,399,925 1,399,925

経 常 利 益 104,786,062

特 別 利 益

受 取 損 害 賠 償 金 45,413,904 45,413,904

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 39,696,096 39,696,096

税 引 前 当 期 純 利 益 110,503,870

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 37,899,261

法 人 税 等 調 整 額 △　4,280,000 33,619,261

当 期 純 利 益 76,884,609

（注）関係会社に対する売上高    1,454,777,342円
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３　株主資本等変動計算書（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

純 資 産
合　 計資 本 金

利 益 剰 余 金

株主資本
合　 計利　 益

準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合　 計

港 湾 施 設
拡 張 事 業
積 立 金

港 湾 荷 役
機 械 更 新
等 積 立 金

港 湾 施 設
機 能 維 持
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 700,000 35,950 3,100,000 1,600,000 300,000 272,884 5,308,834 6,008,834 6,008,834

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △� 10,500 △� 10,500 △� 10,500 △� 10,500

利益準備金の積立 1,050 △� 1,050 － － －

港湾施設拡張事業
積 立 金 の 積 立 100,000 △�100,000 － － －

当 期 純 利 益 76,884 76,884 76,884 76,884

当 期 変 動 額 合 計 － 1,050 100,000 － － △� 34,665 66,384 66,384 66,384

当 期 末 残 高 700,000 37,000 3,200,000 1,600,000 300,000 238,219 5,375,219 6,075,219 6,075,219

４　剰余金の処分

⑴　期末配当に関する事項

ア　配当財産の種類

金銭

イ　株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

ア　当社株式１株につき金7.5円

イ　配当金の総額　10,500千円

⑵　その他利益剰余金の積立に関する事項
該当なし
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５　貸 借 対 照 表（令和５年３月31日現在）

（単位 : 円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,501,134,103 流 動 負 債 965,919,060

現 金 及 び 預 金 2,630,857,330 未 払 金 919,845,035

営 業 未 収 入 金 413,404,618 未 払 法 人 税 等 5,242,000

貯 蔵 品 280,710,982 賞 与 引 当 金 37,600,000

未 収 消 費 税 139,119,270 そ の 他 3,232,025

そ の 他 37,041,903 固 定 負 債 505,293,910

固 定 資 産 4,045,298,237 退職給付引当金 491,723,710

有 形 固 定 資 産 3,585,653,378 役員退職慰労引当金 13,570,200

建 物 298,753,802

構 築 物 44,455,298 負 債 合 計 1,471,212,970

機 械 装 置 1,715,909,374 純 資 産 の 部

車 両 運 搬 具 52,510,353 科 目 金 額

工 具 器 具 備 品 32,378,879 株 主 資 本 6,075,219,370

土 地 1,441,645,672 資 本 金 700,000,000

無 形 固 定 資 産 49,073,760 利 益 剰 余 金 5,375,219,370

ソ フ ト ウ ェ ア 47,886,786 利 益 準 備 金 37,000,000

電 話 加 入 権 1,186,974 その他利益剰余金 5,338,219,370

投資その他の資産 410,571,099 港湾施設拡張事業積立金 3,200,000,000

長 期 前 払 費 用 136,850,672 港湾荷役機械更新等積立金 1,600,000,000

繰 延 税 金 資 産 172,310,000 港湾施設機能維持積立金 300,000,000

保 険 積 立 金 99,037,525 繰越利益剰余金 238,219,370

そ の 他 2,372,902

純 資 産 合 計 6,075,219,370

資 産 合 計 7,546,432,340 負債及び純資産合計 7,546,432,340
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6　個 別 注 記 表

⑴　重要な会計方針に係る事項に関する注記

ア　有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有目的の債券の評価基準及び評価方法は、償却原価法（定額法）による。

イ　貯蔵品の評価基準及び評価方法は、最終仕入原価法による。

ウ　固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却の方法は、定率法による。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物の附属設備及び構築物については、定額法を採用している。

イ　自社利用のソフトウエア（リース資産を除く。）については、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっている。

ウ　リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用している。

エ　引当金の計上基準

ア　賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担に属する

金額を計上している。

イ　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末において、従業員が自己都合

で退職した場合の要支給額を計上している。

ウ　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上している。

オ　重要な収益及び費用の計上基準

　　当社の主要な事業は、コンテナターミナル事業及び港湾施設管理事業であり、コンテナター

ミナル事業については、主に機器・施設の賃貸を行っており、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号2007年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号2011年３月25日）に基づき会計処理をしている。また、港湾施設

管理事業については、契約等に基づく役務を提供する義務を負っており、当該履行義務は役務

の提供が完了することにより充足されると判断し、その時点で売上を計上している。

⑵　貸借対照表に関する注記

ア　有形固定資産の減価償却累計額　5,011,699千円

イ　国庫補助金、保険差益等による圧縮記帳額

　国庫補助金受入れ及び保険差益により、建物244,209千円、構築物23,000千円、機械装置

586,789千円、車両運搬具1,740千円の圧縮記帳を行っており、貸借対照表計上額は、この圧縮

記帳額を控除している。

ウ　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権　59,598千円　　短期金銭債務　356千円



— 8 —

⑶　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

　　売上高　1,454,777千円　　港湾施設使用料　1,325,049千円

⑷　株主資本等変動計算書に関する注記

ア　当事業年度末における発行済株式の数　普通株式　1,400,000株

イ　剰余金の配当に関する事項

ア　配当金支払額

令和4年6月27日開催の第44期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額	 10,500千円

・１株当たり配当額	 7.5円

・基　準　日	 令和４年３月31日

・効力発生日	 令和４年６月27日

イ　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

・配当金の総額	 10,500千円

・１株当たり配当金	 7.5円

・基　準　日	 令和５年３月31日

・効力発生日	 令和５年６月26日

⑸　税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の内訳

　　　　　　　　　（単位:千円）
未 払 事 業 税 1,340
賞 与 引 当 金 11,450
未 払 法 定 福 利 費 1,750
退 職 給 付 引 当 金 149,780
減 価 償 却 超 過 額 1,650
繰 延 資 産 償 却 超 過 額 5,220

報 奨 金 1,120
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,130

計 176,440
評 価 性 引 当 額 △　　4,130

合   計 172,310

⑹　金融商品に関する注記

ア　金融商品の状況に関する事項

　資金運用については、安全性の高い金融資産により運用することとしている。また、資金調達

については、事業計画等を踏まえ、銀行等金融機関からの借入等は行っていない。
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　営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されているが、取引先ごとに期日及び

残高を管理することにより、信用リスクの軽減を図っている。

　未払金は、そのほとんどが1カ月以内の支払期日であり、決済時における流動性リスクに晒され

ているが、現金及び預金の状況を踏まえるとリスクは限定的である。

　未払法人税等は、2カ月以内の支払期日である。

イ　金融商品の時価等に関する事項

　現金及び預金、営業未収入金、未払金、未払法人税等は、現金及び短期間で決済されるため時

価が帳簿価格に近似することから、注記を省略している。

⑺　賃貸等不動産に関する注記

ア　賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、福岡市において、賃貸用のコンテナ保管用地（土地）を有している。

イ　賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位:千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

1,441,645 849,342

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価である。

（注２）当期末の時価は、「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額である。

⑻　関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

（単位:千円）

種　類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 

（注1）

主要株主 福 岡 市 （被所有）
直接 51.0％

港湾施設の
管 理 運 営

港湾施設管理運営
受託料収入（注2） 1,454,777

港 湾 施 設 使 用 料
（注2） 1,325,049

（単位:千円）

科　　 目 期 末 残 高
（注1）

営業未収入金 52,808

未  払  金 356

 （注１）上記の金額のうち、期末残高には消費税等が含まれている。

 （注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

港湾施設管理運営受託料収入については、見積書を提出の上決定している。

港湾施設使用料については、博多港港湾施設管理条例（昭和39年福岡市条例第78号）

で定めた金額によっている。

⑼　１株当たり情報に関する注記



— 10 —

１ 株 当 た り 純 資 産 額 4,339円44銭

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 54円91銭

⑽　収益認識に関する注記

　　収益を理解するための基礎となる情報

「⑴　重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「オ　重要な収益及び費用の計上基準」に記

載の通りである。

７　契約金額が３億円以上の工事又は製造の請負の契約

該当なし

８　契約金額が4,000万円以上の不動産等の買入れ等の契約

該当なし
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第３　監査役会等の意見

１　会計監査人の意見

計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

２　監査役会の意見

⑴　事業報告等の監査結果

ア　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認める。

イ　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られない。

ウ　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認める。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められない。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認める。
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第４　役 員 名 簿（令和５年７月１日現在）

役 職 名 氏 名 備 考

代表取締役社長 則 松 和 哉 （常勤）

専 務 取 締 役 近 藤 隆 司 （常勤）

常 務 取 締 役 二 宮 　 保 （常勤）

取　　 締　　 役 竹　廣　喜一郎 福岡市港湾空港局長

取　　 締　　 役 岩 﨑 　 純 相互運輸株式会社代表取締役社長

取　　 締　　 役 村 田 成 生 博多港運株式会社代表取締役社長

取　　 締　　 役 中 村 　 靖 日本通運株式会社
福岡支店部長（海運貨物）兼福岡海運支店長

取　　 締　　 役 林 　 和 宏 三菱倉庫株式会社福岡支店長

取　　 締　　 役 斉 藤 康 輔 斎藤海運株式会社代表取締役

取　　 締　　 役 佐 藤 利 行 東洋埠頭株式会社博多支店長

取　　 締　　 役 佐々木　　　淳 株式会社上組執行役員福岡支店長

監 　 査    役 金 子 佳 史 （常勤）

監　　 査　　 役 内 冨 　 誠 株式会社西日本シティ銀行
執行役員地域振興本部副本部長

監　　 査　　 役 富 永 太 郎 福岡倉庫株式会社代表取締役社長


